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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税及び地方消費税額は含まれておりません。 

２ 第38期中の１株当たり純資産額については、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除

した金額を、期末発行済株式数(「自己株式」を除く)で除して算出しております。 

３ １株当たり中間(当期)純損益については、中間(当期)純損益を期中平均株式数(「自己株式」を除く)で除し

て算出しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

第一部 【企業情報】

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期

会計期間

自 平成15年 
  11月１日 
至 平成16年 
  ４月30日

自 平成16年
  11月１日 
至 平成17年 
  ４月30日

自 平成17年
  11月１日 
至 平成18年 
  ４月30日

自 平成15年 
  11月１日 
至 平成16年 
  10月31日

自 平成16年
  11月１日 
至 平成17年 
  10月31日

売上高 (百万円) 32,143 29,262 25,113 88,863 78,151

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △3,925 △3,522 △2,429 785 1,525

当期純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(百万円) △4,375 △4,215 △4,791 26 △8,559

純資産額 (百万円) 7,623 7,730 2,611 11,942 3,398

総資産額 (百万円) 80,754 77,775 65,511 82,477 70,940

１株当たり純資産額 (円) 212.15 215.23 10.93 332.42 94.63

１株当たり当期 
純利益又は中間 
(当期)純損失(△)

(円) △121.75 △117.35 △89.98 0.74 △238.30

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 9.4 9.9 4.0 14.5 4.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,761 △5,973 △6,092 718 3,079

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △204 △38 1,828 △653 1,023

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,035 5,613 5,240 △31 △4,608

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 1,403 969 1,844 1,368 862

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
2,082
〔907〕

1,936
〔831〕

1,830
〔596〕

1,979
〔900〕

1,842
〔801〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税及び地方消費税額は含まれておりません。 

２ 第38期中の１株当たり純資産額については、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除

した金額を、期末発行済株式数(「自己株式」を除く)で除して算出しております。 

３ １株当たり中間(当期)純損失については、中間(当期)純損失を期中平均株式数(「自己株式」を除く)で除し

て算出しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期

会計期間

自 平成15年 
  11月１日 
至 平成16年 
  ４月30日

自 平成16年
  11月１日 
至 平成17年 
  ４月30日

自 平成17年
  11月１日 
至 平成18年 
  ４月30日

自 平成15年 
  11月１日 
至 平成16年 
  10月31日

自 平成16年
  11月１日 
至 平成17年 
  10月31日

売上高 (百万円) 24,936 22,670 20,604 73,562 65,170

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △3,886 △3,440 △2,487 535 1,118

当期純損失又は 
中間純損失

(百万円) 4,327 4,127 4,811 497 9,150

資本金 (百万円) 7,873 7,873 5,873 7,873 7,873

発行済株式総数 (株) 35,964,842 35,964,842

普通株式     

45,964,842 

優先株式     

10,000,000

35,964,842 35,964,842

純資産額 (百万円) 10,244 9,944 4,129 14,068 4,932

総資産額 (百万円) 74,629 73,739 60,881 76,291 63,028

１株当たり純資産額 (円) 285.09 276.86 38.09 391.58 137.35

１株当たり当期 
純損失又は中間 
純損失

(円) 120.41 114.89 90.35 13.83 254.77

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ─ ─ ─ ─

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 13.7 13.5 6.8 18.4 7.8

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
1,388
〔295〕

1,285
〔245〕

1,321
〔246〕

1,266
〔283〕

1,241
〔247〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年４月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含んでおります。)であり、〔 〕内に当中間連結会計期間における臨時従業員(パートタイマー、アルバイ

ト、契約社員を含んでおります。)の平均雇用人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年４月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。)であり、

〔 〕内に当中間会計期間における臨時従業員(パートタイマー、契約社員を含んでおります。)の平均雇用人

員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、労働組合はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

住宅事業 1,358〔252〕

ホテル事業 373〔327〕

ビール・飲料事業 10 〔17〕

その他事業 ─ 〔─〕

全社(共通) 89 〔─〕

合計 1,830〔596〕

従業員数(名) 1,321〔246〕



第２ 【事業の状況】 
以下の金額には消費税及び地方消費税額は含まれておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、堅調な企業収益の改善を背景とした雇用環境や所得の改善もみ

られ、景気は緩やかな回復傾向にあるものの原油価格等ならびに原材料の高騰や長期金利の上昇懸念も

あり、依然、景気の先行きは不透明感を払拭するには至りませんでした。 

住宅業界におきましては、貸家・分譲が住宅着工戸数の全体を下支えする中、当社主力事業の戸建持

家住宅においては、依然として低調で推移いたしました。 

このような経営環境の中、お客様満足経営をさらに向上させるために、お客様のニーズに対応した商

品開発に取り組むとともに継続して営業力・提案力を強化するために社内研修・訓練などの人材育成に

注力し、お客様満足経営向上と地域密着型営業展開を積極的に推進するとともに、原価の低減・経費の

削減を図り収益力向上に努めてまいりました。 

当社グループのビール事業の銀河高原ビール株式会社は、平成18年３月９日付東京地方裁判所より特

別清算開始決定の許可を受け清算手続きを進めております。不採算事業の清算、撤退に目処がついたこ

とにより当期より守りから攻めの経営に転換し経営資源を主力事業に集中することで競争力・営業力強

化に努めてまいりました。 

以上の結果、売上高は25,113百万円(対前年同期比14.2％減)となり、利益については、経常損失

2,429百万円(対前年同期比31.0％減)、中間純損失4,791百万円(対前年同期比13.7％増)となりました。

なお、当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べて下半期に完成する工事の

割合が大きいため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半

期と下半期の業績に季節的変動要因があります。 

ちなみに、当中間連結会計期間の売上高は25,113百万円でありましたが、前中間連結会計期間の売上

高は29,262百万円、前連結会計年度における売上高は78,151百万円であります。 

  

〈住宅事業〉 

住宅事業におきましては、平成18年を初年度とした中期計画「未来３ヵ年計画」を推進する施策とし

て機構改革を行い、平成17年11月より５事業部体制①木造注文住宅の「やまと事業部」②木造提案住宅

の「Ｊエポック事業部」③アパート・マンション建築の「プライムステージ事業部」④安心・快適の

「住・リフォーム事業部」⑤建売・マンション分譲の「マイタウン事業部」がスタートいたしました。

５事業部体制のそれぞれの事業部を構築するために人材の採用・育成と組織力の強化を図り、体制を構

築してまいりました。新商品といたしましては、６つのデザインコンセプトをもとに、エクステリアか

らインテリアまで上質なデザインを追及した日本の風土に最も相応しい「檜」やオリジナルタイルなど

厳選された素材を贅沢に使用した木造注文住宅「やまと『華(はな)』シリーズ」を発売いたしました。

また、「Ｊエポック事業部」の営業拠点10ヵ所を開設し受注拡大に努めてまいりました。 

技術・施工面においては、お客様満足を最優先に競争力のある新商品の開発に努めるとともに、新技

術の開発により施工技術・施工能力、品質の向上を図り工期の短縮・原価の低減に取り組むことによ

り、経営効率化を推進し業務改善、企業体質の強化に努めてまいりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の住宅事業の受注高は29,031百万円(対前年同期比1.3％減)となり

ました。なお、当事業の売上高は19,915百万円(対前年同期比9.6％減)となり、営業損失は1,138百万円

となりました。 

  



〈ホテル事業〉 

ホテル事業におきましては、多様化するお客様のニーズに対応するとともに、質の高いサービスと商

品の提供を目指し、各ホテルの特性を活かした新商品の企画・開発に注力し、また、ホームページ等の

情報サービス強化、インターネットの活用による販売促進を推進し、積極的な営業活動を展開するとと

もに、売上の増加に努めてまいりました。 

材料費・人件費などの営業コスト削減以外にも、設備の保守関係など設備コストの削減対策を検討し

継続して実施しております。 

以上の結果、当事業の売上高は4,601百万円(対前年同期比7.8％減)となり、営業利益は58百万円とな

りました。 

  

〈ビール・飲料事業〉 

ビール事業におきましては、子会社である銀河高原ビール株式会社は、平成18年３月９日付東京地方

裁判所より特別清算決定の許可を受け清算手続を進めております。なお、平成17年12月20日以降は営業

活動をしておりません。 

以上の結果、当事業の売上高は548百万円(対前年同期比74.8％減)となり、営業損失は153百万円とな

りました。 

  

〈その他事業〉 

その他事業におきましては、オフィスビルの賃貸は、当社保有の賃貸不動産を売却したことにより前

年より収入が減少しております。 

以上の結果、当事業の売上高は47百万円(対前年同期比33.0％減)となり、営業利益は32百万円となり

ました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動

により6,092百万円減少、投資活動及び財務活動により7,069百万円増加、新規連結に伴い５百万円増加

となり、前連結会計年度と比べ、981百万円増加し、当中間連結会計期間末には1,844百万円(前連結会

計年度は862百万円)となりました。 

  

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動による資金の減少は6,092百万円となりました。これは、売上

債権の減少2,111百万円、未成工事受入金の増加2,269百万円があったものの、税金等調整前中間純損失

が3,633百万円、仕入債務の減少4,499百万円、事業整理損失引当金の減少2,454百万円があったことな

どによるものであります。 

  

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動による資金の増加は1,828百万円となりました。これは、有

形・無形固定資産の売却による収入2,922百万円と貸付による支出1,079百万円が主たる要因でありま

す。 

  

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動による資金の増加は5,240百万円となりました。これは、短期

借入金の減少2,079百万円や長期借入金の返済2,843百万円、また、社債の償還800百万円がありました

が、長期借入による収入6,964百万円、株式の発行による収入4,000百万円などによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める住宅事業及びホテル事業は、生産実績を定義するこ

とが困難であるため、ビール・飲料事業のみ生産実績を記載しております。 
  

 
(注) １ 金額は販売価額により表示しております。 

２ ビール・飲料事業の生産実績が大きく減少した理由は、子会社である銀河高原ビール㈱が平成18年３月９日

付東京地方裁判所より特別清算決定の許可を受け清算手続中であるためであります。 

  

(2) 受注状況 

当社グループでは、当社の受注が大部分を占めているため、当社の受注状況を記載しております。 
  

 
(注) １ 上記金額は全て販売価額により表示しております。 

２ 前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、期中受注工事高にその

増減額を含んでおります。従って期中完成工事高にも、かかる増減額が含まれております。 

３ 期末繰越工事高の施工高は、未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

４ 期中施工高は、(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致します。 

５ 建築部門の完成工事高は、木造注文住宅の建築施工が冬季の積雪等の影響により下半期に集中する傾向にあ

ります。 

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) ビール・飲料事業の販売実績が大きく減少した理由は、子会社である銀河高原ビール㈱が平成17年12月20日を

もって清算手続を開始したことにより、営業活動をしていないためであります。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

ビール・飲料事業 206 △88.7

期別 部門別
期首繰越 
工事高 
(百万円)

期中受注 
工事高 
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高 
(百万円)

期末繰越工事高(百万円) 期中
施工高 
(百万円)

手持
工事高

うち施工高

前中間会計期間
(自平成16年11月１日
至平成17年４月30日)

建築部門 34,561 27,946 62,508 20,683 41,824 15.1％ 6,325 21,158

不動産 
部門

223 1,460 1,683 1,047 635 ─ ─ ─

計 34,784 29,407 64,192 21,731 42,460 ─ ─ ─

当中間会計期間
(自平成17年11月１日
至平成18年４月30日)

建築部門 30,025 27,395 57,420 18,683 38,737 14.7％ 5,711 19,478

不動産 
部門

341 1,636 1,977 988 988 ─ ─ ─

計 30,367 29,031 59,398 19,672 39,726 ─ ─ ─

前事業年度
(自平成16年11月１日
至平成17年10月31日)

建築部門 34,561 55,498 90,060 60,034 30,025 16.4％ 4,916 59,100

不動産 
部門

223 3,711 3,935 3,593 341 ─ ─ ─

計 34,784 59,210 93,995 63,628 30,367 ─ ─ ─

 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

住宅事業 19,915 △9.6

ホテル事業 4,601 △7.8

ビール・飲料事業 548 △74.8

その他事業 47 △33.0

計 25,113 △14.2



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは日本の伝統文化を現代に生かした住まいづくり、さらにホテル事業やビール・飲料事業

など、きわめて多様な分野での事業展開をしております。 

こうした事業活動を通じて顧客ニーズに対応し、お客様満足度の向上に努めるとともに、品質、商品

力、技術力、提案力を追求してまいります。 

なお、研究開発活動については住宅事業においてのみ行っており、主として当社の東京本社、商品開発

課において行っております。セグメント別研究開発活動の状況については住宅事業についてのみ記載して

おります。 

  

（住宅事業） 

当中間連結会計期間の主な商品開発としまして、ひとクラス上の暮らしを求める人のための新しい住

宅、やまと「華」シリーズ(和華、麗華、洋華、粋華、街華、悠華の６スタイル12バリエーション)の開発

を進めております。この商品のモデルハウスの建設を全国７拠点に予定しております。(６拠点について

は平成18年６月に、１拠点については18年７月にオープンしております。) 

研究開発活動としまして、Ｊエポック事業部で採用しているＪエポック工法の性能整備を進めておりま

す。実物大振動実験によるＪエポック工法の耐震性能実証を目的に(財)建材試験センター内に配置された

「平成18年度木質構造建築物の振動試験研究会」へ参加し、予備試験など実施準備を進めました。また、

独自の軸組パネル工法「新木造システム」の壁パネルについて、壁倍率５倍の国土交通大臣認定取得の準

備を進めております。 

なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は33百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 
以下の金額には消費税及び地方消費税額は含まれておりません。 

  

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設等のうち、当中間連結会計期間に取得し

た主なものは、次のとおりであります。 

(住宅事業) 

建物 モデルハウス ７棟 164百万円 

なお、上記のモデルハウス７棟はリース会社に売却し、当該モデルハウスのリースを受けております。

 また、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の除却等のうち、当中間連結会計期間に

売却した主な設備は以下のとおりであります。 

 
  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)

建物 
構築物

機械運搬具 
備品

土地 合計

その他賃貸用資産 
(東京都中央区)

その他事業 事務所等 187 0 1,648 1,835 ─



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 平成17年10月20日開催の臨時株主総会において、次のとおり定款の一部を変更しております。 

「当社の発行する株式の総数は103,821,000株とし、このうち93,821,000株は普通株式、10,000,000株はＡ種優

先株式とする。ただし、普通株式につき消却があった場合またはＡ種優先株式につき消却もしくは普通株式へ

の転換があった場合には、これに相当する株式数を減少する。」 

なお、優先株式の内容は、②発行済株式の注記に記載しております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 優先株式の内容は、次のとおりであります。 

  

Ａ 利益配当 

   当社はＡ種優先株式を有する株主(以下「種類株主Ａ］という。)に対し、普通株主への配当と同額の配当と同 

  額の配当を実施し、優先配当は行わない。 

Ｂ 残余財産の分配 

   当社が残余財産を分配するときは、種類株主Ａに対し、普通株主に先立ち、Ａ種優先株式１株につき200円を支 

  払い、普通株式の１株あたりの残余財産分配金額が200円を超える場合、種類株主Ａに対し、普通株主と同額とな 

  るまで残余財産分配金額を、さらに支払う。 

Ｃ 議決権 

   種類株主Ａは、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有さない。 

Ｄ 買入消却 

   当社は、いつでもＡ種優先株式を買入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入価額により消却する 

  ことができる。この買入価額は、当社の取締役会が買入れを決定した日に先立つ60取引日の株式会社ジャスダッ 

  ク証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除 

  く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)とする。但し、上記平均値が200円を下 

  回る場合は、買入価額は200円とする。 

Ｅ 償還請求権 

   当社は、種類株主Ａの請求に基づき、平成20年11月１日以降、毎営業年度においていつでも、下記の償還可能 

  金額を限度として、Ａ種優先株式を下記の償還価額にて償還する。但し、当該償還請求のあった前営業年度の当 

  社の貸借対照表における「資本の部」の金額が当社の第37期の貸借対照表の「資本の部」に優先株式および普通 

  株式の発行価額の総額を加えた金額(以下「基準資本金額」という)を超えていない場合は償還できないものとす 

  る。 

 

                          記 

 

  償還可能金額 以下の金額のうちいずれか少ない金額 

  (ⅰ) 当該償還請求のあった前営業年度末における利益配当可能額の２分の１から、当該償還請求がなされた営業 

     年度において、その発行しているＡ種優先株式の任意買入またはＡ種優先株式の義務償還を既に行ったか、 

     行う決定を行った分の価額の合計金額、および、当該償還請求があった前営業年度末以降に行われた株主に 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 93,821,000

優先株式 10,000,000

計 103,821,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年４月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年８月４日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 45,964,842 同左
ジャスダック証券

取引所
─

優先株式 10,000,000 同左 非上場 (注)

計 55,964,842 同左 ― ―



     対する剰余金の分配金額の合計金額を控除した金額。 

  (ⅱ) 償還請求があった営業年度の前年度の貸借対照表における「資本の部」の金額から基準資本金額を控除した 

     金額。 

  償還価額 償還請求のあった日に先立つ60取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の 

  普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除く。円位未満小数第２位まで算出し、その 

  小数第２位を四捨五入する。)とする。 

Ｆ 株式の併合または分割、新株引受権等 

   当社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。 

   当社は、Ａ種優先株式に対し、新株の引受権または新株予約権付社債の引受権を与えない。 

Ｇ 普通株式への転換請求権 

   種類株主Ａは、下記転換の条件によりその有するＡ種優先株式の当社の普通株式への転換を請求することがで 

  きる。 

                          記 

 

    (1)転換請求期間     平成19年11月１日から平成27年10月30日まで 

    (2)当初転換価額     200円とする。 

    (3)転換価額の調整 

   (ⅰ) 当社がＡ種優先株式を発行後、次のアからウまでのいずれかに該当する場合には、転換価額は、下記の算 

     式(以下「転換価額調整式」という。)により調整される。 

 
        転換後の調整価額は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 

    ア 転換価額調整式で使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合 

    イ 株式分割により普通株式を発行する場合 

    ウ 転換価額調整式で使用する時価を下回る価額をもって普通株式に転換することができる株式または転換 

      価額調整式で使用する時価を下回る価額の払込をもって普通株式の発行を請求できる新株予約権または 

      新株予約権付社債を発行する場合 

   (ⅱ) 合併、資本の減少または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要とする場合には、(ⅰ)に準じて適 

     宜調整される。 

   (ⅲ) 転換価額調整式で使用する時価は、上記(ⅰ) ア、イ、ウの行為を行うことにつき当社の取締役会の決定が 

     なされた日に先立つ60取引日の株式会社ジャスダック証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎 

     日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数 

     第２位を四捨五入する。)とする。 

   (ⅳ) 転換の効力発生日に先立つ60取引日の株式会社ジャスダック証券取引所等における当社の普通株式の普通 

     取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。円位未満小数第２位まで算出し、 

     その小数第２位を四捨五入する。)が(2)記載の当初転換価額または、上記(ⅰ)ないし(ⅲ)により算出され 

     た転換価額を下回る場合、当該平均値を転換価額とする。但し、当該転換価額は60円を下回らないものと 

     する。 

   (4)転換により発行すべき普通株式数 Ａ種優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、種類株主Ａが 

    転換請求のために提出したＡ種優先株式の発行価額の総額を転換価額で除した数とする。 

    (5)転換の効力発生 転換の効力は、転換請求書およびＡ種優先株式の株券が当社または当社の指定する者に到達 

    した日に発生する。 

Ｈ 期中転換があった場合の取扱 

   第１回Ａ種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金又は中間配当金は、転換の請 

  求が11月１日から翌年４月30日までになされたときは11月１日に、５月１日から10月31日までになされたときは 

  ５月１日に、それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。 

Ｉ 強制転換条項 

   転換を請求しうべき期間中に転換請求のなかったＡ種優先株式は、同期間の末日の翌日をもって普通株式に転 

  換される。 

   転換条件は、上記転換予約権の行使の条件と同一のものとする(但し、転換請求にかかる部分は除く。) 

Ｊ 上記各項は、各種の法令に基づく必要手続きの効力発生を条件とする。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

新規発行普通株式数×

既発行普通株式数＋
１株当りの払込金額

調整後転換価額＝調整前転換価額×
１株当り時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

 
(注) １ 平成17年10月20日開催の臨時株主総会において、資本金を4,000百万円減少することを決議しております。 

   ２ 平成17年11月25日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が20,000,000株、資本金及び資

本準備金がそれぞれ2,000百万円増加しております。 

  普通株式  10,000,000株  割当先   (有)東日本ハウスホールディングス 

                発行価額          １株につき200円 

                資本組入額         １株につき100円 

                資本金           1,000百万円増加 

                資本準備金         1,000百万円増加 

  優先株式  10,000,000株  割当先   (有)東日本ハウスホールディングス 

                発行価額          １株につき200円 

                資本組入額         １株につき100円 

                資本金           1,000百万円増加 

                資本準備金         1,000百万円増加 

３ 平成18年１月27日開催の定時株主総会決議に基づく欠損填補によるものであります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

①普通株式 

平成18年４月30日現在 

 
(注) (有)東日本ハウスホールディングスは、平成17年11月25日に当社が第三者割当増資のため発行した株式を100 

％引受けたことにより、主要株主になっております。これに伴い東日本ハウス社員持株会は主要株主でなくな 

っております。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年11月24日 
(注)１

─ 35,964,842 △4,000 3,873 ─ 5,922

平成17年11月25日 
(注)２

20,000,000 55,964,842 2,000 5,873 2,000 7,922

平成18年１月27日 
(注)３

― 55,964,842 ─ 5,873 △4,777 3,144

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(有)東日本ハウスホールディン
グス

東京都中央区日本橋二丁目６番５号 10,000 21.76

中 村   功 岩手県盛岡市 5,558 12.09

東日本ハウス社員持株会 岩手県盛岡市長田町２番20号 4,023 8.75

東日本ハウス互助会 岩手県盛岡市長田町２番20号 1,815 3.95

エイチエスビーシー ファンド 
サービシイズ クライアンツ 
アカウント ００６ 
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店)

LEVEL 13,1 QUEEN'S ROAD  
CENTRAL,HONGKONG 
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

1,672 3.64

東友会持株会 岩手県盛岡市長田町２番20号 1,517 3.30

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 1,323 2.88

みずほインベスターズ証券㈱ 東京都中央区日本橋茅場町一丁目13番16号 1,048 2.28

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
(常任代理人 モルガン・スタン
レー証券㈱)

25・CABOT・SQUARE,CANARY・WHARF,LONDON・
E144QA・ENGLAND 
(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号)

952 2.07

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱

東京都中央区晴海一丁目８番11号 541 1.18

計 ― 28,450 61.90



②優先株式 

平成18年４月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年４月30日現在 

 
(注) １ 単元未満株式の欄の普通株式には、当社所有の自己株式556株が含まれております。 

２ 完全議決権株式(その他)の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が23,000株含まれております。

３ 完全議決権株式(その他)の欄の議決権の数には、証券保管振替機構名義の株式に係る議決権23個は含まれて

おりません。 

４ 優先株式の内容は、１「株式等の状況」(1) 株式の総数等 ② 発行済株式の注記に記載しております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年４月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(有)東日本ハウスホールディン
グス

東京都中央区日本橋二丁目６番５号 10,000 100.00

計 ─ 10,000 100.00

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
優先株式

10,000,000
― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

61,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

45,604,000
45,581 ―

単元未満株式
普通株式

299,842
― ―

発行済株式総数 55,964,842 ― ―

総株主の議決権 ― 45,581 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
東日本ハウス㈱

岩手県盛岡市長田町 
２番20号

61,000 ─ 61,000 0.1

計 ― 61,000 ─ 61,000 0.1



２ 【株価の推移】 

(1) 普通株式 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

(2) 優先株式 

当株式は、証券取引所に上場されておりません。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。 

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

該当事項はありません。 

  

(3) 役職の異動 

 
(注) 当社では執行役員制度を導入しております。前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日

までの執行役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 新任執行役員 

該当事項はありません。 

  

(2) 退任執行役員 

 
  

月別 平成17年11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 ４月

最高(円) 337 317 338 328 305 370

最低(円) 260 270 270 260 270 305

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役南北海道ブロック 
統轄兼札幌支店長

取締役南北海道ブロック
統轄兼札幌支店長

石 井 英 二 平成18年５月８日

取締役経営企画室長兼総務部長 取締役経営企画室長 作 間 秀 樹 平成18年４月１日

役名及び職名 氏名 退任年月日

執行役員中四国ブロック統轄 

兼姫路支店長
大 門 一 正 平成18年２月７日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

 (1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年11月1日から平成17年4月30日まで）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）

附則第3項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

  

 (2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年11月1日から平成17年4月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第

3項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年11月１日から平成17年

４月30日まで)及び前中間会計期間(平成16年11月１日から平成17年４月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成17年11月１日から平成18年４月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年11月１日から平成18年

４月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

前中間連結会計期間末

(平成17年４月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年４月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  現金預金 ※１ 2,575 2,484 1,569

  受取手形・ 
  完成工事未収入金等

※１ 2,335 1,437 3,549

  有価証券 314 ─ ─

  未成工事支出金 5,010 4,502 3,647

  その他たな卸資産 5,342 5,389 4,045

  繰延税金資産 733 1,264 1,923

  その他 ※１ 3,428 2,911 3,442

  貸倒引当金 △491 △262 △291

  流動資産合計 19,248 24.7 17,728 27.1 17,885 25.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

   建物・構築物 ※１ 43,046 42,062 42,411

   機械・運搬具・備品 ※１ 8,996 8,952 8,998

   土地 ※１ 15,774 13,166 15,801

   その他 364 230 130

   減価償却累計額 ※３ △25,739 △26,749 △25,989

   有形固定資産合計 42,442 37,660 41,352

 ２ 無形固定資産 561 413 545

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 504 475 473

   長期貸付金 ※１ 5,500 5,540 5,656

   破産債権・更生債権等 2,150 2,127 2,127

   繰延税金資産 7,880 4,361 4,829

   その他 2,087 1,889 2,178

   貸倒引当金 △2,602 △4,686 △4,109

   投資その他の資産合計 15,522 9,708 11,156

  固定資産合計 58,526 75.3 47,782 72.9 53,054 74.8

  資産合計 77,775 100.0 65,511 100.0 70,940 100.0

 



 

前中間連結会計期間末

(平成17年４月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年４月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  工事未払金等 6,821 6,538 11,037

  短期借入金 ※１ 20,152 13,995 15,711

  一年内償還予定の社債 1,600 1,600 1,600

  未成工事受入金 6,389 6,655 4,385

  完成工事補償引当金 279 243 258

  賞与引当金 632 539 625

  その他 ※１ 2,959 2,452 3,300

  流動負債合計 38,835 50.0 32,024 48.9 36,918 52.0

Ⅱ 固定負債

  社債 4,400 2,800 3,600

  長期借入金 ※１ 23,413 22,194 18,435

  退職給付引当金 2,334 1,708 1,782

  役員退職慰労引当金 498 491 514

  事業整理損失引当金 ─ 3,188 5,733

  その他 562 483 542

  固定負債合計 31,209 40.1 30,865 47.1 30,608 43.2

  負債合計 70,044 90.1 62,890 96.0 67,526 95.2

(少数株主持分)

  少数株主持分 ─ ─ 9 0.0 14 0.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 7,873 10.1 5,873 9.0 7,873 11.1

Ⅱ 資本剰余金 6,189 8.0 3,412 5.2 6,189 8.7

Ⅲ 利益剰余金 △6,341 △8.2 △6,702 △10.2 △10,685 △15.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金 17 0.0 41 0.0 31 0.0

Ⅴ 自己株式 △9 △0.0 △13 △0.0 △11 △0.0

  資本合計 7,730 9.9 2,611 4.0 3,398 4.8

  負債、少数株主持分及び 
  資本合計

77,775 100.0 65,511 100.0 70,940 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 29,262 100.0 25,113 100.0 78,151 100.0

Ⅱ 売上原価 21,263 72.7 17,265 68.7 55,007 70.4

  売上総利益 7,999 27.3 7,848 31.3 23,144 29.6

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※２ 10,690 36.5 9,684 38.6 20,643 26.4

  営業利益又は 
  営業損失(△)

△2,691 △9.2 △1,835 △7.3 2,500 3.2

Ⅳ 営業外収益

  受取利息 75 78 149

  その他 58 133 0.5 69 147 0.6 150 299 0.4

Ⅴ 営業外費用

  支払利息 496 523 1,000

  貸倒引当金繰入額 192 ─ 157

  持分法による 
  投資損失

91 169 66

  その他 182 964 3.3 49 742 3.0 50 1,274 1.6

  経常利益又は 
  経常損失(△)

△3,522 △12.0 △2,429 △9.7 1,525 2.0

Ⅵ 特別利益

  固定資産売却益 ※３ 2 916 7

  貸倒引当金戻入益 0 ─ ─

  投資有価証券売却益 19 0 19

  退職給付制度終了利益 ─ 22 0.1 ─ 916 3.6 438 464 0.6

Ⅶ 特別損失

  固定資産売却損 ※４ 3 0 51

  固定資産除却損 ※５ 51 32 101

  投資有価証券評価損 ─ 2 ─

  販売用不動産評価損 8 ─ 8

  貸倒引当金繰入額 ─ 500 1,026

  未成分譲土地評価損 ─ ─ 200

  事業整理損失 ─ ─ 6,408

  退職給付会計基準 
  変更時差異償却額

71 ─ 163

  過年度数理計算上の 
  差異一括償却額

─ ─ 28

  減損損失 ※６ ─ 1,584 ─

  その他特別損失 ─ 134 0.5 ─ 2,120 8.4 0 7,988 10.3

  税金等調整前中間 
  (当期)純損失

3,634 12.4 3,633 14.5 5,998 7.7

  法人税、住民税 
  及び事業税

6 43 120

  法人税等調整額 574 580 2.0 1,120 1,163 4.6 2,426 2,546 3.3

  少数株主利益又は 
  少数株主損失(△)

─ ─ △6 △0.0 14 0.0

  中間(当期)純損失 4,215 14.4 4,791 19.1 8,559 11.0

 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6,910 6,189 6,910

Ⅱ 資本剰余金増加高

  増資による新株の発行 ─ ─ 2,000 2,000 ─ ─

Ⅲ 資本剰余金減少高

  利益剰余金への振替額 720 720 4,777 4,777 720 720

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高

6,189 3,412 6,189

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △2,845 △10,685 △2,845

Ⅱ 利益剰余金増加高

  資本剰余金からの振替額 720 4,777 720

  資本金取崩による利益 
  剰余金増加高

─ 720 4,000 8,777 ─ 720

Ⅲ 利益剰余金減少高

  中間(当期)純損失 4,215 4,791 8,559

  連結子会社増加に伴う 
  利益剰余金減少高

─ 4,215 3 4,795 ─ 8,559

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高

△6,341 △6,702 △10,685



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
  税金等調整前中間(当期) 
  純損失(△)

△3,634 △3,633 △5,998

  減価償却費 977 742 1,954

  減損損失 ─ 1,584 ─

  貸倒引当金の増加(△減少)額 410 1,297 1,716

  賞与引当金の増加(△減少)額 △74 △86 △81

  退職給付引当金及び 
  役員退職慰労引当金の増加 
  (△減少)額

118 △97 △370

  事業整理損失引当金の 
  増加・減少(△)額

─ △2,454 5,733

  受取利息及び受取配当金 △75 △78 △149

  支払利息 496 523 1,000

  投資有価証券関連損益 △19 2 △19

  持分法による投資損失 91 169 66

  有形固定資産関連損益 52 △883 146

  販売用不動産評価損 8 ─ 8

  売上債権の減少(△増加)額 3,395 2,111 2,181

  未成工事支出金の減少 
  (△増加)額

△383 △827 979

  その他たな卸資産の 
  減少(△増加)額

△869 △1,344 401

  仕入債務の増加(△減少)額 △7,290 △4,499 △3,074

  未成工事受入金の増加 
  (△減少)額

2,054 2,269 50

  未払消費税等の増加 
  (△減少)額

△71 △130 △78

  その他 △534 △157 △282

   小計 △5,347 △5,490 4,137

  利息及び配当金の受取額 23 33 95
  利息の支払額 △519 △533 △1,016
  法人税等の支払額 △130 △102 △137

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

△5,973 △6,092 3,079

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
  定期預金の純増減額 △48 66 850

  有価証券の純増減額 △9 ─ 305

  有形・無形固定資産の 
  取得による支出

△338 △529 △543

  有形・無形固定資産の 
  売却による収入

147 2,922 418

  投資有価証券の 
  取得による支出

─ ─ △37

  投資有価証券の 
  売却による収入

20 1 121

  貸付けによる支出 △118 △1,079 △514

  貸付金の回収による収入 243 218 483

  保険積立金解約収入 69 84 69
  その他 △4 144 △129

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△38 1,828 1,023



 

前中間連結会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

  短期借入金の純増減額 △8,881 △2,079 △13,885

  長期借入れによる収入 18,500 6,964 21,051

  長期借入金の返済による支出 △3,203 △2,843 △10,170

  社債の償還による支出 △800 △800 △1,600

  株式の発行による収入 ─ 4,000 ─
  自己株式取得による支出 △1 △1 △4

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

5,613 5,240 △4,608

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加(△減少)額

△398 976 △505

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

1,368 862 1,368

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

─ 5 ─

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

969 1,844 862

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社数 ４社

  主要な連結子会社の名

称

   ㈱ホテル東日本

   銀河高原ビール㈱

   ㈱東日本ウッドワー

クス北海道

  なお、前連結会計年度

において連結子会社であ

り ま し た I.N.A.FARM 

CORPORATION に つ い て

は、平成16年11月４日を

もって清算手続が結了し

たため、当中間連結会計

期間より連結の範囲から

除外しております。

(1) 連結子会社数 ５社

  主要な連結子会社の名

称

   ㈱ホテル東日本

   銀河高原ビール㈱

   ㈱東日本ウッドワー

クス北海道

  なお、前連結会計年度

において非連結子会社で

ありました㈱東京工務店

は、重要性が増したこと

により当中間連結会計期

間より連結の範囲に含め

ております。

(1) 連結子会社数 ４社

  主要な連結子会社の名

称

   ㈱ホテル東日本

   銀河高原ビール㈱

   ㈱東日本ウッドワー

クス北海道

  なお、前連結会計年度

において連結子会社であ

り ま し た、I.N.A.FARM 

CORPORATION に つ い て

は、平成16年11月４日を

もって清算手続きが終了

したため、当連結会計年

度より連結の範囲から除

外しております。

(2) 主要な非連結子会社の

名称

   宝くじ神社㈱

   東日本プレカット

   ワークス㈱

   東日本テック㈱

(2) 主要な非連結子会社の

名称

同左

(2) 主要な非連結子会社の

名称

同左

(連結の範囲から除いた理

由)

 非連結子会社は、いずれ

も小規模であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため連結の範囲か

ら除外しております。

(連結の範囲から除いた理

由)

同左

(連結の範囲から除いた理

由)

 非連結子会社は、いずれ

も小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)

は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしてい

ないため連結の範囲から除

外しております。

２ 持分法の適用に関

する事項

 非連結子会社と関連会社

に対する投資額について

は、小規模会社を除き、持

分法を適用しております。 

(1) 持分法適用会社数 

 (イ)非連結子会社 ２社 

    宝くじ神社㈱ 

    東日本テック㈱

 非連結子会社と関連会社

に対する投資額について

は、小規模会社を除き、持

分法を適用しております。

(1) 持分法適用会社数

同左

 非連結子会社と関連会社

に対する投資額について

は、小規模会社を除き、持

分法を適用しております。

(1) 持分法適用会社数

同左

 (ロ)関連会社 ２社

    東日本沢内総合開

発㈱

    ㈱東日本ウッド

    ワークス中部

 



 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

(2) 主要な持分法非適用会

社の名称

   非連結子会社

    東日本プレカット

    ワークス㈱

(2) 主要な持分法非適用会

社の名称

同左

(2) 主要な持分法非適用会

社の名称

同左

(3) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社について持分法を適

用しない理由

  上記の持分法非適用の

非連結子会社は、中間連

結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても

重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外し

ております。

(3) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社について持分法を適

用しない理由

同左

(3) 持分法を適用しない非

連結子会社について持

分法を適用しない理由

  上記の持分法非適用の

非連結子会社は、それぞ

れ連結純損益及び利益剰

余金に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体として

も重要性がないため、持

分法の適用から除外して

おります。

(4) 債務超過となっている

持分法適用関連会社につ

いては、「持分法会計に

関する実務指針につい

て」(会計制度委員会報

告第９号)に基づき、親

会社の実質負担額を計上

しております。

  また、持分法適用会社

のうち、中間決算日が中

間連結決算日と異なる会

社については、中間決算

日と中間連結決算日の差

異が３ヶ月以内の会社に

ついては、各社の中間会

計期間にかかる中間財務

諸表を使用し、中間決算

日と中間連結決算日の差

異が３ヶ月を超える会社

については、中間連結決

算日で仮決算を行った中

間財務諸表を使用してお

ります。

(4) 債務超過となっている

持分法適用関連会社につ

いては、「持分法会計に

関する実務指針につい

て」(会計制度委員会報

告第９号)に基づき、親

会社の実質負担額を計上

しております。

  なお、負担した債務超

過額は、貸付金等を減額

しております。 

 また、持分法適用会社

のうち、中間決算日が中

間連結決算日と異なる会

社については、各社の中

間会計期間にかかる中間

財務諸表を使用しており

ます。

(4) 債務超過となっている

持分法適用関連会社につ

いては、「持分法会計に

関する実務指針につい

て」(会計制度委員会報

告第９号)に基づき、親

会社の実質負担額を計上

しております。 

 なお、負担した債務超

過額は、貸付金等を減額

しております。

  また、持分法適用会社

のうち、決算日が連結決

算日と異なる会社につい

ては、各社の事業年度に

かかる財務諸表を使用し

ております。

 



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

 

 連結子会社の中間決算日

は、すべて中間連結決算日

と異なっており、次のとお

りであります。

会社名
中間 
決算日

銀河高原 
ビール㈱

３月31日 ※１

㈱東日本ウッド 
ワークス北海道

２月28日 ※１

㈱ホテル 
東日本

３月31日 ※１

東日本ハウス 
サービス(株)

３月31日 ※１

 連結子会社の中間決算日

は、すべて中間連結決算日

と異なっており、次のとお

りであります。

会社名
中間
決算日

銀河高原
ビール㈱

３月31日
※１
※２

㈱東日本ウッド
ワークス北海道

２月28日 ※１

㈱ホテル
東日本

３月31日 ※１

東日本ハウス
サービス㈱

３月31日 ※１

㈱東京工務店 ３月31日 ※１
 

 連結子会社の決算日は、

すべて連結決算日と異なっ

ており、次のとおりであり

ます。

会社名 決算日

銀河高原
ビール㈱

９月30日
※１
※２

㈱東日本ウッド 
ワークス北海道

８月31日 ※１

㈱ホテル
東日本

９月30日 ※１

東日本ハウス 
サービス㈱

９月30日 ※１

※１：連結子会社の中間決

算日現在の中間財務

諸表を使用しており

ます。なお、連結子

会社の中間決算日か

ら中間連結決算日ま

でに発生した重要な

取引については、連

結上必要な調整を行

っております。

※１：連結子会社の中間決

算日現在の中間財務

諸表を使用しており

ます。なお、連結子

会社の中間決算日か

ら中間連結決算日ま

でに発生した重要な

取引については、連

結上必要な調整を行

っております。

※２：連結子会社である銀

河高原ビール㈱は平

成18年３月９日付東

京地方裁判所より特

別清算開始決定の許

可を受け清算手続を

進めております。

※１：連結子会社の決算日

現在の財務諸表を使

用しております。な

お、連結子会社の決

算日から連結決算日

までに発生した重要

な取引については、

連結上必要な調整を

行っております。 

 

※２：連結子会社である銀

河高原ビール㈱は、

平成17年12月20日を

もって清算手続を開

始しております。

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

(イ)有価証券

   満期保有目的の債券

   ……償却原価法(定

額法)

   その他有価証券

    時価のあるもの

     中間連結決算日

の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全

部資本直入法に

より処理し、売

却原価は移動平

均法により算

定)

    時価のないもの

     移動平均法によ

る原価法

(ロ)デリバティブ 

   ………時価法

(イ)有価証券

   満期保有目的の債券

同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

同左

    時価のないもの

同左 

 

(ロ)デリバティブ

──

(イ)有価証券

   満期保有目的の債券

同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

     決算日の市場価

格等に基づく時

価法(評価差額

は全部資本直入

法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定)

    時価のないもの

同左 

 

(ロ)デリバティブ 

   ………時価法



 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

(ハ)たな卸資産

   住宅事業

   ……主として個別法

による原価法

   ホテル事業

   ……最終仕入原価法

   ビール事業

   ……総平均法による

原価法

(ハ)たな卸資産

   住宅事業

   ……主として個別法

による原価法

   ホテル事業

   ……最終仕入原価法

(ハ)たな卸資産

   住宅事業

   ……主として個別法

による原価法

   ホテル事業

   ……最終仕入原価法

   ビール事業

   ……総平均法による

原価法

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

(イ)有形固定資産

   住宅事業

   ……主として定率法

   住宅事業以外の事業

   ……主として定額法

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物・構築物 ７～50年

機械・運搬具・ 
備品

２～20年

(イ)有形固定資産

同左

(イ)有形固定資産

同左

(ロ)無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。なお、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法を採用しておりま

す。

(ロ)無形固定資産

同左

(ロ)無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の

計上基準

(イ)貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の

貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権につい

ては、貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上して

おります。

(イ)貸倒引当金

同左

(イ)貸倒引当金

同左

(ロ)完成工事補償引当金

  完成工事に関する瑕疵

担保に備えるため、当中

間連結会計期間末に至る

１年間の完成工事高及び

販売用建物売上高に対

し、過去の補修実績に基

づく将来の見積補償額を

計上しております。

(ハ)賞与引当金

  従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込額

を計上しております。

(ロ)完成工事補償引当金

同左 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ)賞与引当金

同左

(ロ)完成工事補償引当金

  完成工事に関する瑕疵

担保に備えるため、期末

前１年間の完成工事高及

び販売用建物売上高に対

し過去の補修実績に基づ

く将来の見積補償額を計

上しております。 

 

(ハ)賞与引当金

同左

 



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

(ニ)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

  なお、会計基準変更時

差異については、５年間

による按分額を費用計上

しております。

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定

額法により翌連結会計年

度から費用処理すること

としております。

(ニ)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき当中間連結会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上しております。

  数理計算上の差異につ

いては、親会社は発生額

を発生年度において、連

結子会社は発生時の従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)に

よる定額法により翌連結

会計年度から費用処理す

ることとしております。

(会計方針の変更) 

 当中間連結会計期間よ

り「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正」

(企業会計基準第３号

平成17年３月16日)及び

「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正に関す

る適用指針」(企業会計

基準適用指針第７号 平

成17年３月16日)を適用

しております。 

 これによる損益に与え

る影響はありません。

(ニ)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。

  なお、会計基準変更時

差異については、５年間

による按分額を費用計上

しております。

  また、数理計算上の差

異については、親会社は

発生額を発生年度におい

て、連結子会社は発生時

の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(５年)による定額法によ

り翌連結会計年度から費

用処理することとしてお

ります。 

 過去勤務債務について

は、発生額を発生年度に

おいて費用処理しており

ます。

(会計方針の変更) 

 親会社において退職給

付会計制度における未認

識数理計算上の差異につ

いて、発生時における従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)

による定額法により按分

した額を、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費

用処理する方法をとって

おりましたが、当連結会

計年度より発生年度に一

括して処理する方法に変

更いたしました。 

 親会社は、確定給付型

の退職給付制度として企

業年金制度、適格退職年

金制度、退職一時金制度

を設けておりましたが、

退職給付債務の金利変動

リスクを抑制すること等

を目的として、平成17年

10月１日より企業年金制

度をキャッシュバランス

プランへ、また確定拠出

年金法の施行に伴い退職

一時金制度と適格退職年

金制度を確定拠出年金制



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

  度へ移行しました。この

結果、将来の数理計算上

の差異の発生を著しく減

少させることが可能とな

りました。このように大

幅に改訂された退職給付

制度への移行を勘案する

と、数理計算上の差異を

従来どおり繰り延べて費

用処理することは、新し

い退職給付制度の実態を

表す観点から適切でない

と考えられることから、

従来の「発生時における

従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５

年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から

費用処理する方法」から

「発生年度に一括して処

理する方法」に変更いた

しました。

  この変更により、当連

結会計年度に発生した数

理計算上の差異は退職給

付費用に、前連結会計年

度末の未認識数理計算上

の差異のうち当連結会計

年度末未償却残高を特別

損失に計上しておりま

す。 

 この結果、従来の方法

によった場合と比較し

て、売上総利益は145百

万円多く、営業利益及び

経常利益はそれぞれ439

百万円多く、税金等調整

前当期純損失は411百万

円少なく計上されており

ます。 

 なお、上記退職給付制

度の移行は、当下期中に

実施されたため、当中間

連結会計期間においては

従来の方法によっており

ます。従って、当中間連

結会計期間は、変更後の

方法によった場合に比

べ、税金等調整前中間純

損失は427百万円少なく

計上されております。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

(ホ)役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金支給

に充てるため、内規に基

づく中間期末要支給額を

計上しております。

(ヘ)事業整理損失引当金

───

(ホ)役員退職慰労引当金

同左 

 

 

 

(へ)事業整理損失引当金

  ビール事業整理に伴い

負担することが見込まれ

る損失に備えるため、合

理的に見積もられる金額

を計上しております。

(ホ)役員退職慰労引当金

  親会社は役員の退職慰

労金支給に充てるため、

内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

(へ)事業整理損失引当金

同左

 (4) 重要な外貨建資

産及び負債の本

邦通貨への換算

基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。

同左  外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

 (5) 重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

 (6) 重要なヘッジ会

計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

  特例処理の要件を満た

している金利スワップに

ついては、特例処理によ

っております。

(イ)ヘッジ会計の方法

同左

(イ)ヘッジ会計の方法

同左

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ａ ヘッジ手段

     金利スワップ

  ｂ ヘッジ対象

     借入金・満期 

     保有目的債券

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ａ ヘッジ手段

     金利スワップ

  ｂ ヘッジ対象

     借入金

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(ハ)ヘッジ方針

  職務権限規程に基づき

代表取締役の稟議決裁を

受け、金利変動リスクを

一定の範囲内でヘッジし

ております。

(ハ)ヘッジ方針

同左

(ハ)ヘッジ方針

同左

(ニ)ヘッジ有効性評価の方

法

  特例処理の適用要件が

充足されているため、有

効性の評価は省略してお

ります。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(ニ)ヘッジ有効性評価の方

法

同左



 
  

会計処理の変更 

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

 (7) その他(中間)連

結財務諸表作成

のための基本と

なる事項

 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税

に相当する額の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。

 消費税等の会計処理

同左

 消費税等の会計処理

同左

５ (中間)連結キャッ

シュ・フロー計算

書における資金の

範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手持現金、随時引き出し可

能な預金、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は手持現

金、随時引き出し可能な預

金、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
  至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
 至 平成17年10月31日)

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これにより、税金等調整前中間純

損失が1,584百万円増加しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき減価償却累計額に合算して

表示しております。

─────



  
表示方法の変更 

  

 

  

追加情報 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「保険積立金

支出」は、当中間連結会計期間において、金額的重要

性が乏しくなったため「その他」に含めております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「保険積立金支出」は9百万円であります。

─────

前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
  至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
 至 平成17年10月31日)

───── (退職給付会計) 

 親会社において退職給付会計制度

における未認識数理計算上の差異に

ついて、発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理する方法をとってお

りましたが、前連結会計年度の下期

より発生年度に一括して処理する方

法に変更いたしました。 

 従って、前中間連結会計期間は従

来の方法によっており、当中間連結

会計期間と同一の方法を採用した場

合と比べ、税金等調整前中間純損失

は427百万円少なく計上されており

ます。

(退職給付会計) 

 親会社は、確定給付型の退職給付

制度として企業年金制度、適格退職

年金制度、退職一時金制度を設けて

おりましたが、平成17年10月１日よ

り企業年金制度をキャッシュバラン

スプランへ、また確定拠出年金法の

施行に伴い退職一時金制度と適格退

職年金制度を確定拠出年金制度へ移

行いたしました。 

 この制度改訂に伴い、「退職給付

制度間の移行等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針第１号)を適

用しております。 

 なお、本移行に伴う影響額は「退

職給付制度終了利益」として特別利

益に438百万円計上しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年４月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年４月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年10月31日)

 

 

※１ このうち次のとおり借入金等

の担保に供しております。

現金・預金 840百万円

受取手形・ 
完成工事 
未収入金等

9

その他 
流動資産

939

建物・構築物 19,896

機械・ 
運搬具・備品

1,782

土地 9,896

長期貸付金 364

計 33,730

  担保提供資産に対応する債務

短期借入金 9,216百万円

その他 
流動負債

141

長期借入金 4,723

計 14,081

 

 

※１ このうち次のとおり借入金等

の担保に供しております。

現金・預金 249百万円

受取手形・
完成工事 
未収入金等

3

その他 
流動資産

919

建物・構築物 18,232

機械・ 
運搬具・備品

1,599

土地 7,263

長期貸付金 342

計 28,609

  担保提供資産に対応する債務

短期借入金 3,185百万円

長期借入金 674

計 3,859

 

※１ このうち次のとおり借入金等

の担保に供しております。

現金・預金 349百万円

受取手形・
完成工事 
未収入金等

6

その他
流動資産

882

建物・構築物 19,085

機械・
運搬具・備品

1,689

土地 9,897

長期貸付金 401

計 32,312

  担保提供資産に対応する債務

短期借入金 1,419百万円

一年内返済
予定の長期 
借入金

2,616

その他
流動負債

116

長期借入金 1,500

計 5,652

 

 

２ 保証債務

  下記の住宅購入者その他に対す

る金融機関の融資等について保証

を行っております。

住宅購入者等 1,551百万円

 連結子会社以外の関係会社

東日本沢内 
総合開発㈱

1,331百万円

㈱東日本ウッド 
ワークス中部

417

東日本プレカット 
ワークス㈱

20

東日本テック㈱ 5

計 3,325

 なお住宅購入者等に係る保証の大

半は、保証会社が金融機関に対し保

証を行うまでのつなぎ保証でありま

す。

 

 

２ 保証債務

  下記の住宅購入者その他に対す

る金融機関の融資等について保証

を行っております。

住宅購入者等 2,391百万円

 連結子会社以外の関係会社

東日本沢内
総合開発㈱

302百万円

㈱東日本ウッド
ワークス中部

216

東日本テック㈱ 15

計 2,926

 なお住宅購入者等に係る保証の大

半は、保証会社が金融機関に対し保

証を行うまでのつなぎ保証でありま

す。

 

 

２ 保証債務

  下記の住宅購入者その他に対す

る金融機関の融資等について保証

を行っております。

住宅購入者等 3,680百万円

 連結子会社以外の関係会社

東日本沢内
総合開発㈱

1,099百万円

㈱東日本ウッド 
ワークス中部

345

東日本テック㈱ 19

計 5,145

 なお住宅購入者等に係る保証の大

半は、保証会社が金融機関に対し保

証を行うまでのつなぎ保証でありま

す。

※３    ───── 

 

 

※３ 減価償却累計額には、減損損

失累計額を含めて表示しており

ます。

※３   ───── 

 

 



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

※１ 当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、連結会

計年度の上半期の売上高と下半

期の売上高との間に著しい相違

があります。

※１     同左 ※１    ―――――

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費 709百万円

従業員給料手当 3,224

賞与引当金 
繰入額

384

退職給付費用 265

役員退職慰労 
引当金繰入額

7

賃借料 1,618

減価償却費 792

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費 417百万円

従業員給料手当 3,127

賞与引当金
繰入額

360

退職給付費用 113

役員退職慰労
引当金繰入額

23

賃借料 1,344

減価償却費 703

貸倒引当金
繰入額

63
 

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費 1,038百万円

従業員給料手当 6,954

賞与引当金
繰入額

405

退職給付費用 276

役員退職慰労 
引当金繰入額

34

賃借料 3,066

減価償却費 1,576

※３ 固定資産売却益の主なもの

は、建物・構築物の売却による

ものであります。

※３ 固定資産売却益の主なもの

は、建物・構築物、土地の売却

によるものであります。

※３ 固定資産売却益の主なもの

は、建物・構築物の売却による

ものであります。

※４ 固定資産売却損の主なもの

は、土地の売却によるものであ

ります。

※４ 固定資産売却損の主なもの

は、機械・運搬具・備品の売却

によるものであります。

※４ 固定資産売却損の主なもの

は、建物・構築物、土地の売却

によるものであります。

※５ 固定資産除却損の主なもの

は、建物・構築物、備品の除却

によるものであります。 

 

※６    ─────

 

※５ 固定資産除却損の主なもの

は、建物・構築物、機械・運搬

具・備品の除却によるものであ

ります。

※６ 当中間連結会計期間におい

て、当社及び連結子会社は以下

の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。

用途 種類 場所 件数

賃貸用 
資 産

土地 
及び 
建物等

秋田県 
秋田市他

３件

遊休資産 土地等
岩手県 
八幡平市
他

22件

事業用資産 
(レジャー施設)

土地 
及び 
建物等

岩手県 
岩手郡

１件

   当社及び連結子会社は、管理

会計上の事業区分に基づく事業

所単位をキャッシュ・フローを

生み出す最小の単位とし、本社

等の全社資産を共用資産として

グルーピングしております。な

お、賃貸用資産及び遊休資産

は、個別物件ごとにグルーピン

グしております。 

 賃貸料収入の減少及び遊休資

産の時価の下落並びに連結子会

社の運営する一部レジャー施設

※５ 固定資産除却損の主なもの

は、建物・構築物の除却による

ものでります。  

 

※６   ─────



  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
自 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

     ───── につき収益環境が依然厳しい状

況にあること等により、上記資

産または資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(1,584百

万円)として特別損失に計上し

ております。その内訳は、賃貸

用資産202百万円(建物・構築物

11百万円、土地191百万円)、遊

休資産834百万円(土地683百万

円、無形固定資産53百万円、そ

の他97百万円)、事業用資産547

百万円(建物・構築物161百万

円、機械・運搬具・備品200百

万円、土地128百万円、その他

54百万円)であります。 

 なお、当該資産または資産グ

ループの回収可能価額は正味売

却価額により測定しておりま

す。正味売却価額は、主として

不動産鑑定評価基準に基づく評

価額に基づく評価額に基づき算

定し重要性の乏しい物件につい

ては、主として公示価格に基づ

く評価を適用しております。

     ─────

前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成17年４月30日現在)

現金預金勘定 2,575百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△530

担保差入定期預金 △849

別段預金 △0

定期積金 △225

現金及び預金同等物 
中間期末残高

969

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成18年４月30日現在)

現金預金勘定 2,484百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△330

担保差入定期預金 △249

別段預金 △1

定期積金 △59

現金及び預金同等物
中間期末残高

1,844

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

(平成17年10月31日現在)

現金預金勘定 1,569百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△330

担保差入定期預金 △349

別段預金 △0

定期積金 △26

現金及び預金同等物 
期末残高

862



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物・ 
構築物

2,353 1,348 1,005

機械・ 
運搬具・ 
備品

4,236 3,013 1,223

合計 6,589 4,361 2,228

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物・ 
構築物

1,772 905 867

機械・ 
運搬具・ 
備品

1,833 1,190 643

合計 3,605 2,095 1,510

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

建物・
構築物

1,850 927 923

機械・
運搬具・ 
備品

4,332 3,283 1,048

合計 6,182 4,211 1,971

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 1,104百万円

１年超 1,231

合計 2,335

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 574百万円

１年超 948

合計 1,522

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 980百万円

１年超 1,073

合計 2,053

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 680百万円

減価償却費相当額 607百万円

支払利息相当額 45百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 477百万円

減価償却費相当額 403百万円

支払利息相当額 27百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,322百万円

減価償却費相当額 1,190百万円

支払利息相当額 85百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  …リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  …リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。



(有価証券関係) 

 前中間連結会計期間末(平成17年４月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

 
  

 当中間連結会計期間末(平成18年４月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

 

  

取得原価 
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

  株式 26 56 29

計 26 56 29

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

   劣後債券 100

   外国金融公社債 10

(2) その他有価証券

   非上場株式 52

   割引金融債 314

取得原価 
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

  株式 26 97 70

計 26 97 70

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

   外国金融公社債 11

(2) その他有価証券

   非上場株式 29



 前連結会計年度末(平成17年10月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

取得原価 
(百万円)

連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

 株式 26 80 53

計 26 80 53

連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

   外国金融公社債 11

(2) その他有価証券

   非上場株式(店頭売買銘柄を除く) 54



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年４月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定は先物為替相場によっております。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年４月30日) 

  

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成17年10月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

  

 
(注) 時価の算定は先物為替相場によっております。 

  

  

種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

為替予約取引

 買建

  ユーロ 2 2 0

合計 2 2 0

種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

為替予約取引

 買建

  ユーロ 13 13 0

合計 13 13 0



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日) 

  

住宅事業 
(百万円)

ホテル事業
(百万円)

ビール・
飲料事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

22,018 4,992 2,181 70 29,262 ─ 29,262

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

─ 9 15 ─ 24 (24) ─

計 22,018 5,001 2,197 70 29,287 (24) 29,262

営業費用 23,304 5,046 3,128 24 31,504 449 31,954

営業利益 
(又は営業損失)

(1,286) (45) (931) 46 (2,217) (474) (2,691)

住宅事業 
(百万円)

ホテル事業
(百万円)

ビール・
飲料事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

19,915 4,601 548 47 25,113 ─ 25,113

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

─ 3 12 ─ 16 (16) ─

計 19,915 4,605 561 47 25,129 (16) 25,113

営業費用 21,054 4,546 715 14 26,331 617 26,949

営業利益 
(又は営業損失)

(1,138) 58 (153) 32 (1,201) (634) (1,835)

住宅事業 
(百万円)

ホテル事業
(百万円)

ビール・
飲料事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

64,260 9,864 3,889 136 78,151 ─ 78,151

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

─ 12 25 ─ 38 (38) ─

計 64,260 9,876 3,915 136 78,190 (38) 78,151

営業費用 59,901 9,736 4,919 47 74,606 1,045 75,651

営業利益 
(又は営業損失)

4,359 139 (1,004) 89 3,584 (1,083) 2,500



(注) １ 事業区分の方法 

     事業区分は事業の種類、販売市場等を考慮して決定しており、事業区分毎の主な内容は次のとおりでありま

す。 

 
２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間475百円、

当中間連結会計期間632百万円、前連結会計年度1,083百万円であり、その主なものは親会社の総務部等管理

部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

事業区分 主要な内容

住宅事業
一般住宅、集合住宅の請負建築工事、建売住宅、住宅用宅地の販売、住宅部材の
製造販売等

ホテル事業 ホテル業、レストランの経営、披露宴・パーティー等の請負に関する事業

ビール・飲料事業 ビールの製造・販売、ワインの輸入・販売

その他事業 オフィスビルの賃貸等



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

１株当たり純資産額 215円23銭 １株当たり純資産額 10円93銭 １株当たり純資産額 94円63銭

１株当たり中間純損失 117円35銭 １株当たり中間純損失 89円98銭 １株当たり当期純損失 238円30銭

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、中間純損失を

計上しているため記載しておりませ

ん。

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、中間純損失を

計上しているため記載しておりませ

ん。

１株当たり純資産額については、期

末純資産額から「期末優先株式×

200円」を控除した金額を普通株式

及び普通株式と同等の株式の中間期

末発行済株式数(「自己株式」を除

く)で除して計算しております。

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、当期純損失を

計上しているため記載しておりませ

ん。

前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

中間(当期)純損失 
        (百万円)

4,215 4,791 8,559

普通株主及び普通株主と同

等の株主に帰属しない金額 

        (百万円)

─ ─ ─

普通株式及び普通株式と同

等の株式に係る中間(当期)

純損失 

        (百万円)

4,215 4,791 8,559

普通株式及び普通株式と同

等の株式の期中平均株式数

の種類別の内訳 

  普通株式 

  Ａ種優先株式 

          (株)

 

 

 

35,921,978 

─

 

 

 

44,579,092 

8,674,033

 

 

 

35,918,535 

─

普通株式及び普通株式と同

等の株式の期中平均株式数 

          (株)

35,921,978 53,253,125 35,918,535



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

───── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

─────

─────
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

─────

 

１．資本の減少 
  当社は、平成17年10月20日の臨時株 
 主総会において、資本の減少について 
 承認することが決議され、平成17年11 
 月24日に資本の減少を行いました。 
 
 (1)減資の目的 
  欠損金の補填に備えるため、また、 
  今後の柔軟な資本政策の展開を可能 
  とするため。 
 (2)減少すべき資本の額 
  資本の額7,873,372,130円を 
  4,000,000,000円減少して 
  3,873,372,130円とする。 
 (3)資本の減少方法 
  資本の額4,000,000,000円を無償で 
  減少する。 
 (4)減資の日程

①
取締役会 
決議日

平成17年８月25日

②
臨時株主総会 
決議日

平成17年10月20日

③
債権者異議 
申述公告日

平成17年10月21日

④
債権者異議 
申述最終期日

平成17年11月22日

⑤効力発生日 平成17年11月24日

２．第三者割当増資 
  当社は、平成17年10月20日開催の臨 
 時株主総会に基づき、以下のとおり第 
 三者割当による普通株式および優先株 
 式を有利発行し、平成17年11月25日に 
 払込が完了いたしました。 
 
 (1)普通株式

①発行新株式数 10,000,000株

②発行価額 １株につき200円

③
発行価額 
の総額

2,000,000,000円

④資本組入額 １株につき100円

⑤
資本組入額 
の総額

1,000,000,000円

⑥申込期日 平成17年11月25日

⑦払込期日 平成17年11月25日

⑧配当起算日 平成17年11月１日

⑨新株券交付日 平成17年11月26日

⑩
割当先 
および株式数

有限会社東日本ハウ
スホールディングス

10,000,000株

⑪資金の使途 借入金の返済



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

 

 (2)優先株式

①
発行株式の 
種別・名称

東日本ハウス株式 
会社第１回Ａ種優 
先株式

②発行新株式数 10,000,000株

③発行価額 １株につき200円

④
発行価額 
の総額

2,000,000,000円

⑤資本組入額 １株につき100円

⑥
資本組入額 
の総額

1,000,000,000円

⑦申込期日 平成17年11月25日

⑧払込期日 平成17年11月25日

⑨配当起算日 平成17年11月１日

⑩新株券交付日 平成17年11月26日

⑪
割当先および 
株式数

有限会社東日本ハウ
スホールディングス

10,000,000株

⑫資金の使途 借入金の返済

 
 以上の結果、平成17年11月25日付で発行
済株式総数は普通株式45,964,842株、優先
株式10,000,000株、資本金5,873,372,130
円となりました。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成17年４月30日)

当中間会計期間末

(平成18年４月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 ※２ 2,173 1,151 1,206

   受取手形 6 21 14

   完成工事未収入金 703 418 1,722

   有価証券 314 ─ ─

   未成工事支出金 5,010 4,362 3,647

   販売用不動産 3,994 5,150 3,223

   未成分譲土地 227 ─ ─

   立替金 121 126 210

   未収入金 ─ 3,436 3,350

   繰延税金資産 733 1,264 1,923

   その他 ※４ 4,638 1,362 920

   貸倒引当金 △378 △178 △178

    流動資産合計 17,545 23.8 17,114 28.1 16,040 25.4

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産
※１
※２

33,857 29,648 33,094

    建物 3,339 3,703 3,247

    賃貸用建物 15,162 13,484 14,734

    土地 13,625 11,150 13,652

    その他 1,729 1,310 1,460

   無形固定資産 496 383 477

   投資その他の資産 21,839 13,734 13,415

    投資有価証券 4,831 4,778 4,761

    長期貸付金 16,923 8,456 8,026

    破産債権・更生債権等 2,127 14,945 13,601

    繰延税金資産 7,880 4,361 4,829

    その他 1,644 1,571 1,678

    貸倒引当金 △11,569 △20,380 △19,481

    固定資産合計 56,193 76.2 43,766 71.9 46,988 74.6

  資産合計 73,739 100.0 60,881 100.0 63,028 100.0

 



 

前中間会計期間末

(平成17年４月30日)

当中間会計期間末

(平成18年４月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   工事未払金 6,176 6,106 10,070

   短期借入金 ※２ 16,926 12,466 13,780

   一年内償還予定の社債 1,600 1,600 1,600

   未払法人税等 16 87 155

   未成工事受入金 6,389 6,655 4,385

   預り金 1,332 1,263 1,401

   完成工事補償引当金 279 243 258

   賞与引当金 587 533 620

   その他 1,357 770 1,826

    流動負債合計 34,666 47.0 29,726 48.8 34,099 54.1

Ⅱ 固定負債

   社債 4,400 2,800 3,600

   長期借入金 ※２ 21,675 21,882 17,956

   退職給付引当金 2,128 1,473 1,506

   役員退職慰労引当金 498 491 514

   その他 425 378 418

    固定負債合計 29,128 39.5 27,024 44.4 23,996 38.1

  負債合計 63,794 86.5 56,751 93.2 58,096 92.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 7,873 10.7 5,873 9.7 7,873 12.5

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 5,922 3,144 5,922

 ２ その他資本剰余金 267 267 267

    資本金及び 
    資本準備金減少差益

267 267 267

    自己株式処分差益 0 0 0

   資本剰余金合計 6,189 8.4 3,412 5.6 6,189 9.8

Ⅲ 利益剰余金

 １ 中間(当期)未処理損失 4,127 5,184 9,150

   利益剰余金合計 △4,127 △5.6 △5,184 △8.5 △9,150 △14.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 17 0.0 41 0.1 31 0.0

Ⅴ 自己株式 △9 △0.0 △13 △0.0 △11 △0.0

  資本合計 9,944 13.5 4,129 6.8 4,932 7.8

  負債資本合計 73,739 100.0 60,881 100.0 63,028 100.0

 



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１

   完成工事高 20,683 18,682 60,034

   販売用不動産売上高 1,047 988 3,593

   その他売上高 938 932 1,542

    売上高計 22,670 100.0 20,604 100.0 65,170 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 16,385 14,283 44,470

   販売用不動産売上原価 1,058 948 3,433

   その他売上原価 807 798 1,643

    売上原価計 18,251 80.5 16,031 77.8 49,546 76.0

  売上総利益

   完成工事総利益 4,298 4,399 15,564

   販売用不動産売上総利益 
   又は販売用不動産売上総 
   損失(△)

△10 40 160

   その他売上総利益又は 
   その他売上総損失(△)

131 133 △101

    売上総利益計 4,418 19.5 4,573 22.2 15,623 24.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,223 27.5 6,530 31.7 12,676 19.5

   営業利益又は 
   営業損失(△)

△1,804 △8.0 △1,957 △9.5 2,947 4.5

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 171 95 321

   その他 41 38 125

    営業外収益計 213 0.9 133 0.6 446 0.7

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 413 421 856

   貸倒引当金繰入額 1,397 200 1,357

   その他 38 41 61

    営業外費用計 1,849 8.1 663 3.2 2,275 3.5

   経常利益又は 
   経常損失(△)

△3,440 △15.2 △2,487 △12.1 1,118 1.7

Ⅵ 特別利益 ※３ 22 0.1 916 4.4 464 0.7

Ⅶ 特別損失
※４
※５

134 0.6 2,080 10.1 8,221 12.6

   税引前中間(当期)純損失 3,552 15.7 3,652 17.7 6,638 10.2

   法人税、住民税及び 
   事業税

0 0.0 39 0.2 86 0.1

   法人税等調整額 574 2.5 1,120 5.4 2,426 3.7

   中間(当期)純損失 4,127 18.2 4,811 23.4 9,150 14.0

   前期繰越損失 ─ 4,373 ─

   資本金減少による 
   繰越損失填補額

─ 4,000 ─

   中間(当期)未処理損失 4,127 5,184 9,150



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

 (1) 有価証券 満期保有目的の債券

 償却原価法(定額法)

子会社株式及び関連会社株

式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定)

 時価のないもの

  移動平均法による原価

法

満期保有目的の債券

同左

子会社株式及び関連会社株

式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

 時価のないもの

同左

満期保有目的の債券

同左

子会社株式及び関連会社株

式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)

 時価のないもの

同左

 (2) たな卸資産 未成工事支出金 

 個別法による原価法 

販売用不動産 

 個別法による原価法 

未成分譲土地 

 個別法による原価法

未成工事支出金 

 個別法による原価法 

販売用不動産 

 個別法による原価法

未成工事支出金 

 個別法による原価法 

販売用不動産 

 個別法による原価法 

未成分譲土地 

 個別法による原価法

２ 固定資産の減価償

却の方法

 (1) 有形固定資産  重要な賃貸用資産及び平

成10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除く)

については定額法、その他

の資産については定率法を

採用しております。

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

建物 ７～50年

賃貸用建物 10～50年

同左 同左

 (2) 無形固定資産  定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用

しております。

同左 同左

 



項目
前中間会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しており

ます。

 同左 同左

 (2) 完成工事補償引

当金

 完成工事に関する瑕疵担

保に備えるため、当中間会

計期間末に至る１年間の完

成工事高及び販売用建物売

上高に対し、過去の補修実

績に基づく将来の見積補償

額を計上しております。

 同左  完成工事に関する瑕疵担

保に備えるため、期末前１

年間の完成工事高及び販売

用建物売上高に対し、過去

の補修実績に基づく将来の

見積補償額を計上しており

ます。

 (3) 賞与引当金  従業員の賞与の支給に充

てるため、支給見込額を計

上しております。

同左 同左

 (4) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差

異については、５年間によ

る按分額を費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(５年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用計

上することとしておりま

す。

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

 数理計算上の差異につい

ては、発生額を発生年度に

おいて費用処理しておりま

す。

(会計方針の変更) 

 当中間会計期間より

「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」(企業会

計基準第３号 平成17年３

月16日)及び「『退職給付

に係る会計基準』の一部改

正に関する適用指針」(企

業会計基準適用指針第７号

平成17年３月16日)を適用

しております。 

 これによる損益に与える

影響はありません。

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、計

上しております。 

 なお、会計基準変更時差

異については、５年間によ

る按分額を費用計上してお

ります。 

 また、数理計算上の差異

については、発生額を発生

年度において費用処理して

おります。過去勤務債務に

ついては、発生額を発生年

度において費用処理してお

ります。

(会計方針の変更) 

 退職給付会計制度におけ

る未認識数理計算上の差異

について、発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理する方

法をとっておりましたが、

当事業年度より発生年度に

一括して処理する方法に変

更いたしました。 

 当社は、確定給付型の退

職給付制度として企業年金

制度、適格退職年金制度、

退職一時金制度を設けてお

りましたが、退職給付債務

の金利変動リスクを抑制す



  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

ること等を目的として、平

成17年10月１日より企業年

金制度をキャッシュバラン

スプランへ、また確定拠出

年金法の施行に伴い退職一

事金制度と適格退職年金制

度を確定拠出年金制度へ移

行しました。この結果、将

来の数理計算上の差異の発

生を著しく減少させること

が可能となりました。この

ように大幅に改訂された退

職給付制度への移行を勘案

すると、数理計算上の差異

を従来どおり繰り延べて費

用処理することは、新しい

退職給付制度の実態を表す

観点から適切でないと考え

られることから、従来の

「発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定額

法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から

費用処理する方法」から

「発生年度に一括して処理

する方法」に変更いたしま

した。

 この変更により、当事業

年度に発生した数理計算上

の差異は退職給付費用に、

前事業年度末の未認識数理

計算上の差異のうち当事業

年度末未償却残高を特別損

失に計上しております。 

 この結果、従来の方法に

よった場合と比較して、売

上総利益は145百万円多

く、営業利益及び経常利益

はそれぞれ439百万円多

く、税引前当期純損失は

411百万円少なく計上され

ております。 

 なお、上記退職給付制度

の移行は、当下期中に実施

されたため、当中間会計期

間においては従来の方法に

よっております。従って、

当中間会計期間は、変更後

の方法によった場合に比

べ、税引前中間純損失は

427百万円少なく計上され

ております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

 (5) 役員退職慰労引

当金

 役員の退職慰労金支給に

充てるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上し

ております。

同左  役員の退職慰労金支給に

充てるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円価に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円価に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５ リース取引の処理
方法

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
  特例処理の要件を満た
している金利スワップに
ついては、特例処理によ
っております。

(1) ヘッジ会計の方法
同左

(1) ヘッジ会計の方法
同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

 a ヘッジ手段 金利スワ
ップ

 b ヘッジ対象 借入金・
満期保有
目的債券

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

 ａヘッジ手段 金利スワ
ップ

 ｂヘッジ対象 借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

(3) ヘッジ方針
  職務権限規程に基づき
代表取締役の稟議決裁を
受け、金利変動リスクを
一定の範囲内でヘッジし
ております。

(3) ヘッジ方針
同左

(3) ヘッジ方針
同左

(4) ヘッジ有効性評価の方
法

  特例処理の適用要件が
充足されているため、有
効性の評価は省略してお
ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方
法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方
法

同左

７ その他(中間)財務
諸表作成のための
基本となる重要な
事項

 (1) 消費税等に相当
する額の会計処
理

 消費税及び地方消費税に
相当する額の会計処理は、
税抜方式によっておりま
す。

同左 同左



会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

追加情報 

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年11月１日
  至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
  至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
 至 平成17年10月31日)

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これにより、税引前中間純損失が

1,347百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。

─────

前中間会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
 至 平成18年４月30日)

─────  前中間会計期間において、流動資産の「その他」に

含めて表示しておりました、「未収入金」は資産総額

の100分の５を超えたため、当中間会計期間より区分掲

記することといたしました。 

 なお、前中間会計期間における「未収入金」は3,634

百万円であります。

前中間会計期間
(自 平成16年11月１日
  至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
  至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
 至 平成17年10月31日)

───── (退職給付会計) 

 退職給付会計制度における未認識

数理計算上の差異について、発生時

における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)による定額

法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理する方

法をとっておりましたが、前事業年

度の下期より発生年度に一括して処

理する方法に変更いたしました。 

 従って、前中間会計期間は従来の

方法によっており、当中間会計期間

と同一の方法を採用した場合と比

べ、税引前中間純損失は427百万円

少なく計上されております。

(退職給付会計) 

 当社は、確定給付型の退職給付制

度として企業年金制度、適格退職年

金制度、退職一時金制度を設けてお

りましたが、平成17年10月１日より

企業年金制度をキャッシュバランス

プランへ、また確定拠出年金法の施

行に伴い退職一時金制度と適格退職

年金制度を確定拠出年金制度へ移行

しました。 

 この制度改訂に伴い、「退職給付

制度間の移行等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針第１号)を適

用しております。 

 なお、本移行に伴う影響額は「退

職給付制度終了利益」として特別利

益に438百万円計上しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

摘要
前中間会計期間末 
(平成17年４月30日)

当中間会計期間末
(平成18年４月30日)

前事業年度末 
(平成17年10月31日)

※１ 有形固定資産減価

償却累計額

20,479百万円 21,488百万円 21,070百万円

※２ 担保提供資産 

 

 

現金預金 740百万円
建物 2,346
賃貸用建物 15,143
土地 8,253
有形固定資産
その他

381

計 26,864
 

現金預金 240百万円
建物 2,164
賃貸用建物 13,908
土地 5,741
有形固定資産
その他

135

計 22,190

現金預金 240百万円
建物 2,170
賃貸用建物 14,730

機械装置 
(有形固定 
資産その他)

223

土地 8,253
計 25,618

 

担保提供資産に対応する債
務
短期借入金 6,448百万円
長期借入金 2,783
計 9,232
 上記のほか、子会社であ
る銀河高原ビール㈱の銀行
借入金を担保するため、定
期預金100百万円を担保に
供しております。

 

担保提供資産に対応する債
務
短期借入金 1,805百万円
長期借入金 220
計 2,026

 

担保提供資産に対応する債
務
短期借入金 246百万円
一年内
返済予定 
長期借入金

2,184

長期借入金 865
計 3,295
上記のほか、子会社であ

る銀河高原ビール㈱の銀行
借入金を担保するため、定
期預金100百万円を担保に
供しております。

 ３ 保証債務  住宅購入者その他に対す
る金融機関の融資について
下記のとおり保証を行って
おります。

 住宅購入者その他に対す
る金融機関の融資について
下記のとおり保証を行って
おります。

 住宅購入者その他に対す
る金融機関の融資について
下記のとおり保証を行って
おります。

 

住宅購入者等 1,551百万円

関係会社

銀河高原ビール㈱ 3,061

東日本沢内
総合開発㈱

1,331

㈱ホテル東日本 672

㈱東日本ウッド 
ワークス中部

417

㈱東日本ウッド 
ワークス北海道

135

東日本プレカット 
ワークス㈱

20

東日本テック㈱ 5

計 7,195

 なお、住宅購入者等に係
る保証の大半は、保証会社
が金融機関に対し保証を行
うまでのつなぎ保証であり
ます。

 

住宅購入者等 2,391百万円

関係会社

東日本沢内
総合開発㈱

302

㈱ホテル東日本 307

㈱東日本ウッド
ワークス中部

216

㈱東日本ウッド
ワークス北海道

31

東日本テック㈱ 15

計 3,266

なお、住宅購入者等に係
る保証の大半は、保証会社
が金融機関に対し保証を行
うまでのつなぎ保証であり
ます。

 

住宅購入者等 3,680百万円

関係会社

東日本沢内 
総合開発㈱

1,099

㈱ホテル東日本 489

㈱東日本ウッド 
ワークス中部

345

㈱東日本ウッド 
ワークス北海道

83

東日本テック㈱ 19

計 5,717

なお、住宅購入者等に係
る保証の大半は、保証会社
が金融機関に対し保証を行
うまでのつなぎ保証であり
ます。

※４ 消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消
費税等は相殺の上、流動資
産の「その他」に含めて表
示しております。

同左 ―――――



(中間損益計算書関係) 

  

摘要
前中間会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

※１ 過去１年間の売上

高

 当社の売上高は、通常の

営業の形態として、事業年

度の上半期の売上高と下半

期の売上高との間に著しい

相違があります。当中間期

末に至る１年間の売上高は

次のとおりであります。

前事業年度 
下半期

48,626百万円

当中間期 22,670

計 71,296

 当社の売上高は、通常の

営業の形態として、事業年

度の上半期の売上高と下半

期の売上高との間に著しい

相違があります。当中間期

末に至る１年間の売上高は

次のとおりであります。

前事業年度
下半期

42,500百万円

当中間期 20,604

計 63,104

―――――

 ２ 減価償却実施額 

 

有形固定資産 616百万円

無形固定資産 24百万円

有形固定資産 594百万円

無形固定資産 19百万円

有形固定資産 1,242百万円

無形固定資産 49百万円

※３ 特別利益の主要項

目

─────

 
土地売却益 903百万円 ─────

※４ 特別損失の主要項

目

 

販売用不動産
評価損

8百万円

退職給付会計 
基準変更時 
差異償却額

71百万円

固定資産
除却損

51百万円

 

減損損失 1,347百万円

貸倒引当金
繰入額

700百万円

固定資産
除却損

32百万円

貸倒引当金 
繰入額

7,753百万円

販売用不動産
評価損

8百万円

退職給付会計 
基準変更時 
差異償却額

142百万円

固定資産 
除却損

84百万円

未成分譲土地 
評価損

200百万円

※５ 減損損失 ―――――

 

 当中間会計期間におい

て、当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計

上いたしました。

用途 種類 場所 件数

賃貸用 
資 産

土地及び
建物等

岩手県 
岩手郡他

３件

遊休資産 土地等
岩手県八
幡平市他

20件

 当社は、管理会計上の事

業区分に基づく事業所単位

をキャッシュ・フローを生

み出す最小の単位とし、本

社等の全資産を共用資産と

してグルーピングしており

ます。なお、賃貸用資産及

び遊休資産は、個別物件ご

とにグルーピングしており

ます。 

 賃貸料収入の減少及び遊

休資産の地価の下落等によ

り、上記資産または資産グ

ループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減

―――――



  

 
  

摘要
前中間会計期間

(自 平成16年11月１日
  至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
 至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
 至 平成17年10月31日)

※５ 減損損失 ───── 少額を減損損失(1,347百万

円)として特別損失に計上

しております。その内訳

は、(賃貸用資産553百万

円、賃貸用資産88百万円、

土地198百万円、無形固定

資産40百万円、その他219

百万円)、遊休資産794百万

円(土地656百万円、無形固

定資産40百万円、その他97

百万円)であります。 

 なお、当該資産または資

産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定

しております。正味売却価

額は、主として不動産鑑定

評価に基づく評価額に基づ

き算定し、重要性の乏しい

物件については、主として

公示価格に基づく評価を適

用しております。

─────



(リース取引関係) 

  

 
  

摘要
前中間会計期間

(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

に係る注記

 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額

取得 
価額 
相当額 
 (百万円)

減価 
償却 
累計額 
相当額 
 (百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
 (百万円)

建物 2,353 1,348 1,005

その他 1,007 513 494

合計 3,361 1,861 1,499
 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額

取得
価額 
相当額
 (百万円)

減価
償却 
累計額
相当額
 (百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
 (百万円)

建物 1,772 905 867

その他 1,056 540 515

合計 2,828 1,445 1,383
 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額

取得 
価額 
相当額 
 (百万円)

減価 
償却 
累計額 
相当額 
 (百万円)

期末 
残高 
相当額
 (百万円)

建物 1,850 927 923

その他 1,067 593 473

合計 2,918 1,520 1,397

② 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年以内 639百万円

１年超 877

合計 1,517

② 未経過リース料中間期

末残高相当額

１年以内 526百万円

１年超 870

合計 1,397

② 未経過リース料期末残

高相当額

１年以内 563百万円

１年超 853

合計 1,416

③ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利

息相当額

支払リース 
料

419百万円

減価償却費 
相当額

391百万円

支払利息 
相当額

23百万円

③ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利

息相当額

支払リース
料

339百万円

減価償却費
相当額

313百万円

支払利息
相当額

21百万円

③ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利

息相当額

支払
リース料

814百万円

減価償却 
費相当額

769百万円

支払利息 
相当額

47百万円

④ 減価償却費相当額の算

定方法

④ 減価償却費相当額の算

定方法

④ 減価償却費相当額の算

定方法

  …リース期間を耐用年

数とし、残存価額を

零とする定額法によ

っております。

同左 同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  …リース料総額とリー

ス物件の取得価額相

当額との差額を利息

相当額とし、各期へ

の配分方法について

は、利息法によって

おります。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について) 

 リース資産に配分された

減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略し

ております。



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年４月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年４月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年10月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

１株当たり純資産額 276円86銭 １株当たり純資産額 38円09銭 １株当たり純資産額 137円35銭

１株当たり中間純損失 114円89銭 １株当たり中間純損失 90円35銭 １株当たり当期純損失 254円77銭

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、中間純損失を

計上しているため記載しておりませ

ん。 

 

 

 

 

 

 

 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、中間純損失を

計上しているため記載しておりませ

ん。

 

１株当たり純資産額については、期

末純資産から「期末優先株式数×

200円」を控除した金額を普通株式

及び普通株式と同等の株式の中間期

末発行済株式数(「自己株式」を除

く)で除して計算しております。

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、当期純損失を

計上しているため記載しておりませ

ん。 

 

 

 

 

 

 

 

前中間会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

中間(当期)純損失 
        (百万円)

4,127 4,811 9,150

普通株主及び普通株主と同

等の株主に帰属しない金額 

        (百万円)

─ ─ ─

普通株式及び普通株式と同

等の株式に係る中間(当期)

純損失 

        (百万円)

4,127 4,811 9,150

普通株式及び普通株式と同

等の株式の期中平均株式数

の種類別の内訳 

    普通株式 

    Ａ種優先株式 

          (株)

 

 

 

35,921,978 

─

 

 

 

44,579,092 

8,674,033

 

 

 

35,918,535 

─

期中平均株式数 
          (株)

35,921,978 53,253,125 35,918,535



(重要な後発事象) 

前中間会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

───── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

─────

─────
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

─────

 

１．資本の減少 
  当社は、平成17年10月20日の臨時株 
 主総会において、資本の減少について 
 承認することが決議され、平成17年11 
 月24日に資本の減少を行いました。 
 
 (1)減資の目的 
  欠損金の補填に備えるため、また、 
  今後の柔軟な資本政策の展開を可能 
  とするため。 
 
 (2)減少すべき資本の額 
  資本の額7,873,372,130円を 
  4,000,000,000円減少して、 
  3,873,372,130円とする。 
 
 (3)資本の減少方法 
  資本の額4,000,000,000円を無償で 
  減少する。 
 
 (4)減資の日程

①
取締役会 
決議日

平成17年８月25日

②
臨時株主総会 
決議日

平成17年10月20日

③
債権者異議 
申述公告日

平成17年10月21日

④
債権者異議 
申述最終期日

平成17年11月22日

⑤効力発生日 平成17年11月24日

２．第三者割当増資 
  当社は、平成17年10月20日開催の臨 
 時株主総会に基づき、以下のとおり第 
 三者割当による普通株式および優先株 
 式を有利発行し、平成17年11月25日に 
 払込が完了いたしました。 
 
 (1)普通株式

①発行新株式数 10,000,000株

②発行価額 １株につき200円

③
発行価額 
の総額

2,000,000,000円

④資本組入額 １株につき100円

⑤
資本組入額 
の総額

1,000,000,000円

⑥申込期日 平成17年11月25日

⑦払込期日 平成17年11月25日

⑧配当起算日 平成17年11月１日

⑨新株券交付日 平成17年11月26日

⑩
割当先および 
株式数

有限会社東日本ハウ
スホールディングス
  10,000,000株

⑪資金の使途 借入金の返済



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成16年11月１日
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

前事業年度
(自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日)

 

 (2)優先株式

①
発行株式の 
種別・名称

東日本ハウス株式 
会社第１回Ａ種優 
先株式

②発行新株式数 10,000,000株

③発行価額 １株につき200円

④
発行価額 
の総額

2,000,000,000円

⑤資本組入額 １株につき100円

⑥
資本組入額 
の総額

1,000,000,000円

⑦申込期日 平成17年11月25日

⑧払込期日 平成17年11月25日

⑨配当起算日 平成17年11月１日

⑩新株券交付日 平成17年11月26日

⑪
割当先および 
株式数

有限会社東日本ハウ
スホールディングス
  10,000,000株

⑫資金の使途 借入金の返済

 
 以上の結果、平成17年11月25日付で発行
済株式総数は普通株式45,964,842株、優先
株式10,000,000株、資本金5,873,372,130
円となりました。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1)臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令 
第19条第２項第４号(主要株主の異動)

平成17年11月25日 
関東財務局長に提出。

(2)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第37期)

自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日

平成18年１月27日 
関東財務局長に提出。

(3)
有価証券報告書 
の訂正報告書

事業年度 
(第37期)

自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日

平成18年８月４日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年７月15日

東日本ハウス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東日本ハウス株式会社の平成16年11月１日から平成17年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成16年11月１日から平成17年４月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東日本ハウス株式会社及び連結子会社の平成17年４月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年11月１日から平成17年４月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  原  淳  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國     健  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年８月４日

東日本ハウス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東日本ハウス株式会社の平成17年11月１日から平成18年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成17年11月１日から平成18年４月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東日本ハウス株式会社及び連結子会社の平成18年４月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年11月１日から平成18年４月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  原  淳  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國     健  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年７月15日

東日本ハウス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東日本ハウス株式会社の平成16年11月１日から平成17年10月31日までの第37期事業年度の中間会計期

間(平成16年11月１日から平成17年４月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東日本ハウス株式会社の平成17年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成16年11月１日から平成17年４月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  原  淳  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國     健  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年８月４日

東日本ハウス株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東日本ハウス株式会社の平成17年11月１日から平成18年10月31日までの第38期事業年度の中間会計期

間(平成17年11月１日から平成18年４月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東日本ハウス株式会社の平成18年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成17年11月１日から平成18年４月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  原  淳  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  國     健  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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